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１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

構成市名： 島原市、諫早市、雲仙市、南島原市 

面 積： 809.18km2 

人 口： 270,987人（平成 31年 3月 31日現在） 

 

市町名 島原市 諫早市 雲仙市 南島原市 合計 

面積(km2) 82.97 341.79 214.31 170.11 809.18 

人口(人) 44,907 136,776 43,609 45,695 270,987 

※面積：「平成 30 年全国都道府県市区町村別面積調」国土地理院（平成 30 年 10月１日現在） 

 人口：各市の住民基本台帳（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

 

対象地域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）国土地理院の電子地形図（白地図）を編集 

 

（２）計画期間 

本計画は令和 2年（2020年）4月 1日から令和 8年（2026年）3月 31日までの 6 年間を計画

期間とする。なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を

見直すものとする。 

 

（３）基本的な方向 

県央県南広域環境組合地域（以下「本地域」という。）は、長崎県南部の中央から南東部に位

置し、有明海、大村湾、橘湾と三方を海に囲まれ、雲仙天草国立公園、多良岳県立公園、島原半

島県立公園など、豊かな自然環境に恵まれている。また、鉄道駅、高速道路のインターチェン

ジ、客船ターミナルなどを擁し、県内及び県外地域を結ぶ交通の要衝として大きな役割を果た

している。 

県央県南広域環境組合（以下「本組合」という。）は、複数の自治体が、特定（一部）の事業

を共同で行うために設置する地方自治法上の特別地方公共団体の一つである一部事務組合で、

平成 11年 4月に当時の島原市、諫早市、多良見町、森山町、飯盛町、高来町、小長井町、有明
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町、国見町、瑞穂町、吾妻町、愛野町、千々石町、小浜町、南串山町、布津町及び深江町の 2市

15 町の構成で設立された。現在は市町村合併により、島原市、諫早市、雲仙市及び南島原市（以

下「構成市」という。）の 4市で構成されている。 

現在、本組合は、焼却（溶融）施設「県央県南クリーンセンター」（諫早市）、可燃ごみ中継施

設「西部リレーセンター」（雲仙市）及び「東部リレーセンター」（島原市）の 3施設を運営し、

島原市、諫早市、雲仙市及び南島原市（深江・布津地区）から排出された可燃ごみの適正処理

を行っている。 

県央県南クリーンセンターから排出される物質は、スラグ、メタル、硫黄、工業塩、金属水

酸化物として回収され、全て再資源化している。また、県央県南クリーンセンターにおいては、

ガス化改質方式による発電や熱回収を行っており、電気・温水を施設内利用及び隣接する本組

合余熱利用施設「のんのこ温水センター」（諫早市）へ供給し、余剰電力は売電するなど、地域

のエネルギー需要にも貢献している。 

新たに整備する第 2 期ごみ処理施設においても、ごみを焼却又は溶融した際のエネルギー回

収をすることにより、今後、地域のエネルギー供給拠点として地域貢献の可能性がある。そこ

で、廃棄物エネルギーを地域における分散型エネルギーの一つとして位置付け、エネルギーの

地産地消による低炭素型社会の推進に寄与するとともに、施設周辺を中心とした地域活性化、

地域振興に資することを目指す。 

本計画では、本地域の可燃ごみ処理について、これまで南島原市単独で処理を行っていた深

江・布津地区以外の地区も処理対象区域に含め、構成市全域の広域的な処理を行い、より一層

の効率化を図っていく。 

 

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

長崎県では、広域化を計画的に進め、循環型社会の実現を図るため、長崎県ごみ処理広域化

計画（平成 21年 7月）を策定している。 

その中で、本地域は県央・県南ブロック（大村市、島原市、諫早市、雲仙市及び南島原市の 5

市で構成）に位置付けられており、現存するごみ焼却施設 3 施設（大村市清掃センター、県央

県南クリーンセンター、南島原市南有馬クリーンセンター）を継続使用し、「南島原市南有馬ク

リーンセンターで処理しているごみ（60ｔ/日）は、将来的に県央県南クリーンセンターで処理

することを検討する。」と計画されている。 

本組合では広域化計画の趣旨に沿って、第 2 期ごみ処理施設整備方針の検討を重ね、南島原

市南有馬クリーンセンターを集約することにより、本地域全域を処理区域とした施設整備を進

めることとした。 

 

（５）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

プラスチック資源の分別収集及び再商品化については、構成市が主体となって、従来よりプ

ラスチック容器包装廃棄物を分別収集し、容器包装リサイクル法に基づく指定法人に再商品化

を委託している。また、本組合では対象外のプラスチック廃棄物について、当面の間可燃ごみ

として焼却処分を継続するが、今後コストや環境影響等の情報収集を行い、財政状況を踏まえ

ながら分別収集・再商品化の実施方法や実施時期について構成市において検討を行う。 
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

本地域の平成 30年度の一般廃棄物の排出・処理状況は図 1のとおりである。 

総排出量は、集団回収量も含め 101,197トンであり、再生利用される「総資源化量」は 16,932

トン、リサイクル率（＝（直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量）／（ごみの

総処理量＋集団回収量））は 16.7％である。 

中間処理による減量化量は 82,614 トンであり、集団回収量を除いた排出量の 83.5％が減量

化されている。また、集団回収量を除いた排出量の 1.7％に当たる 1,651 トンが埋め立てられ

ている。 

なお、中間処理量のうち、焼却量は 91,649トンである。 

 

 
※下段は排出量に対する割合。端数は四捨五入により処理しているため合計が合わない場合がある。 

図 1 一般廃棄物の排出・処理状況フロー（平成 30年度） 

 

県央県南クリーンセンターの平成 30年度のエネルギー利用状況は図 2のとおりである。 

ごみ処理（ガス化改質）に伴って発生する熱エネルギーについては、ガスエンジン発電機に

よる発電及び温水による熱利用を行っている。温水については、隣接する余熱利用施設に供給

を行っている。 

 

 
図 2 県央県南クリーンセンターのエネルギー利用状況（平成 30年度）  

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

298ｔ 14,324ｔ

0.3％ 処理残渣量 14.5％

15,688ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 15.9％ 処理後最終処分量

98,887ｔ 98,302ｔ 1,364ｔ

100.0％ 99.4％ 減量化量 1.4％

82,614ｔ

自家処理量 直接最終処分量 83.5％ 最終処分量

0ｔ 287ｔ 1,651ｔ

0.0％ 0.3％ 1.7％

16,932ｔ2,310ｔ

98,887ｔ

80,081 t/年

359,290 GJ/年※

発電量 34,931 MWh/年 売電量 105 MWh/年

所内消費量 34,826 MWh/年

熱回収

内部熱利用量 160,413 GJ/年

※ごみ入熱量(GJ/年)＝発電量(MWh/年)×3600(kJ/kWh)/発電効率（％）/1000

　なお、発電効率（入熱に対する発電端効率）は計画条件である35％として計算した。

ごみ処理量

のんのこ温水
センター

2,329 GJ/年

ガス化改質

・

発電
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（２）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含めた循環型社会の実現を目指し、表 1

のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取組んでいくものとする。 

 

表 1 減量化、再生利用等に関する現状と目標 

 
※１ 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収

量に対する割合 

※２ （１事業所当たりの排出量）＝｛(事業系ごみの総排出量）－(事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数） 

※３ （１人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口） 

《用語の定義》 

排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：t〕 

再 生 利 用 量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：t〕 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電、熱利用された量とその外部供給量〔単位：MWh,GJ〕 

減 量 化 量：中間処理量と処理後の残渣量の差〔単位：t〕 

最 終 処 分 量：埋立処分された量〔単位：t〕 

 

 

図 3 目標達成時の一般廃棄物の排出・処理状況フロー (令和 8年度) 

  

事業系 総排出量 34,850 ｔ 31,414 ｔ (-9.9％)

１事業所当たりの排出量※2 2.656 ｔ/事業所 2.394 ｔ/事業所 (-9.9％)

排 出 量 生活系 総排出量 64,037 ｔ 54,187 ｔ (-15.4％)

１人当たりの排出量※3 225 ㎏/人 198 ㎏/人 (-12.0％)

 合　計 事業系生活系排出量合計 98,887 ｔ 85,601 ｔ (-13.4％)

直接資源化量 298 ｔ (0.3％) 258 ｔ (0.3％)

総資源化量 16,932 ｔ (16.7％) 16,504 ｔ (18.8％)

エネルギー回収量 発電 発電電力量 34,931 MWh 41,032 MWh

外部電力供給量 105 MWh 31,176 MWh

熱利用 熱利用量 160,413 GJ 2,915 GJ

外部熱供給量 2,329 GJ 36,958 GJ

減 量 化 量 中間処理による減量化量 82,614 ｔ (83.5％) 69,643 ｔ (81.4％)

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 1,651 ｔ (1.7％) 1,495 ｔ (1.7％)

再 生 利 用 量

指      　標
現　　状 (割合※1) 目　　標 (割合※1)

(平成30年度) (令和8年度)

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

258ｔ 14,205ｔ

0.3％ 処理残渣量 16.6％

15,446ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 18.0％ 処理後最終処分量

85,601ｔ 85,089ｔ 1,241ｔ

100.0％ 99.4％ 減量化量 1.4％

69,643ｔ

自家処理量 直接最終処分量 81.4％ 最終処分量

0ｔ 254ｔ 1,495ｔ

0.0％ 0.3％ 1.7％

2,041ｔ 16,504ｔ

85,601ｔ
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３．施策の内容 

（１）発生抑制、再使用の推進 

発生抑制、再使用の推進については、構成市が主体となって実施することを基本とし、本組

合は構成市と連携を図りながら、発生抑制、再使用の推進を支援していく。 

ア ごみ処理の有料化 

現在、構成市が収集運搬する生活系ごみについては、表 2のとおり指定袋や収集券(シール)

を媒体とした、小売店前納方式により処理料金を徴収している。また、事業系ごみ及びごみ処

理施設へ直接搬入される家庭系ごみについては、一部を除き排出量単純比例型や定額制従量制

併用型により課金し、直接納入方式により処理料金を徴収している。 

今後も、排出抑制と費用負担の公平性確保のため、生活系ごみ処理の有料化を継続し、必要

に応じて対象品目及び料金の見直しを行っていく。 

 

表 2 生活系ごみ処理の有料化実施状況 

構成市名 種別 

島原市 
１号容器(大)、２号容器(中)、３号容器(小)  

※可燃ごみのみ 

諫早市 

指定ごみ袋：もやすごみ用、空きかん用、空きびん用、金属・有害ごみ用、 

瓦・陶磁器用、ペットボトル用、 

収集券（シール）：束ねるごみ用、粗大ごみ用 

雲仙市 
可燃ごみ袋(大)、可燃ごみ袋(小)、不燃ごみ袋、資源ごみ袋(缶)、 

資源ごみ袋(びん)、資源ごみ袋(ペットボトル) 

南島原市 
指定可燃ごみ袋(大)、指定可燃ごみ袋(小)、指定不燃ごみ袋(大)、 

指定不燃ごみ袋(小) 

イ 環境教育、普及啓発 

  構成市では市の広報やホームページ、ラジオ、有線テレビ等各種媒体を通じて、ごみの発生

抑制等３Ｒの推進、分別徹底、適切なごみの出し方に関する普及啓発を、幅広く市民や事業者

へ行っていく。 

  また、本組合では県央県南クリーンセンターの施設見学を通じた意識啓発、環境教育を行っ

ており、第 2期ごみ処理施設稼働後も継続して実施する。 

ウ 生ごみ減量化や集団回収促進への助成 

構成市では家庭から排出される生ごみの減量化を目的とした、生ごみ処理機等の購入に対す

る助成を行っており、今後もこれらの購入に対する助成を継続していく。 

また、地域団体が主体となって行う資源物の回収等のごみ減量化・再資源化への取り組みを

引き続き支援していく。 

エ 食品廃棄物（食品ロス）削減の促進 

３０１０運動の周知、九州７県の取組事業である九州食べきり協力店等登録を推進し、食品

ロスの削減等に向けた意識の啓発・高揚を図る。  
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（２）処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表 3のとおりである。 

可燃ごみについては、現在、本組合が管理・運営する県央県南クリーンセンターと南島原市

が管理・運営する南有馬クリーンセンターで焼却処理をしている。今後は、令和 8 年度からの

稼働開始を目標に、本組合で新たに第 2 期ごみ処理施設を整備することによって、焼却施設の

集約化を図り、ごみ処理に伴って得られるエネルギーの回収を行うことで循環型社会に寄与す

るとともに、可燃ごみ中継施設を活用した広域的な処理によりごみ処理の効率化を図っていく。 

不燃ごみ・資源ごみ等については、構成市、県央地域広域市町村圏組合及び島原地域広域市

町村圏組合が処理を行っており、現状の処理体制を維持して再資源化の推進を図っていくが、

それぞれ処理先が異なることから、今後は、施設の集約化やごみ処理の効率化を図るため、分

別区分の統一化や可燃ごみ処理施設との合築等、将来的な処理体制の検討を行う。 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

事業系ごみについては、事業者自らの責任による適正処理が義務付けられており、事業者自

らがそれぞれの処理施設へ直接搬入するか、構成市が許可した一般廃棄物収集運搬業許可業者

に委託し、ごみ処理を行っている。今後も構成市では、ごみ減量化・資源化の推進に向けて、

多量排出事業者への指導の徹底など、事業者の理解と協力を求めていく。本組合では、構成市

と連携し、ごみ搬入時に不適切なごみの混入の可否を調べる展開検査を実施し、構成市が行う

事業者への指導、ごみ減量化・資源化への取り組みを支援していく。 

ウ 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

現在、本地域の一般廃棄物処理施設では原則として産業廃棄物の処理を行っておらず、今後

もこの方針を継続していく。 

エ 今後の処理体制の要点 

◇第 2期ごみ処理施設においては、構成市全域から排出される可燃ごみを適正処理し、高

効率なエネルギー回収を行う。 

◇既存焼却施設の同一敷地上に廃棄物運搬中継施設を整備し、効率的な収集運搬を行う。 

◇構成市及び他の一部事務組合と連携を図りながら、長期的に安定したごみ処理を推進し

ていく。 
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表 3 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 

 

  

分別区分
処理
方法

処理施設等

処理
実績
（t）

分別区分
処理
方法

処理施設等

処理
実績
（t）

分別区分
処理
方法

処理施設等

処理
実績
（t）

分別区分
処理
方法

処理施設等

処理
実績
（t）

燃えるごみ
(深江・布津

地区)

ガス
化改
質

県央県南
クリーン
センター

2,330

燃えるごみ
(深江・布津
地区以外)

焼却
南有馬クリー
ンセンター

9,473

瓦・陶磁器、
束ねるごみ
(不燃物)、粗
大ごみ(不燃

物)

1,194

金属 581

蛍光管 4
有害ごみ

（蛍光管）
19 蛍光管 6 蛍光管 7

乾電池 4
有害ごみ

（乾電池）
47 乾電池 15 乾電池 10

缶 143 空き缶 93 空き缶類 45

ビン 380 空きびん 113 空きびん類 445

ペット
ボトル

150
ペット
ボトル

88
ペット
ボトル

35

白色トレイ・
発泡スチロー

ル
1

プラスチック
製容器包装

11

紙製容器
包装

11
紙製容器

包装
9

紙製容器
包装

6

紙パック 3 牛乳パック 1 紙パック 6

新聞紙 132
雑誌 89

ダンボール 32 段ボール 59

古着 11 衣類 8

小型家電
製品

3 小型家電 1

廃食油 7 廃食油 9

空きびん

新聞・雑誌

空きかん

民間業者 298

349

285

リ
サ
イ

ク
ル

リ
サ
イ

ク
ル

リ
サ
イ

ク
ル

島原
リサイクル
プラント

県央不燃物
再生

センター

県央不燃物
再生

センター

諫早市 雲仙市

現　　在　　（平成30年度)

ガ
ス
化

改
質

島原市

10,054
もやす
ごみ

燃やせる
ごみ

県央県南
クリーン
センター

南島原市

ガ
ス
化

改
質

ガ
ス
化

改
質

県央県南
クリーン
センター

8,579可燃ごみ

県央不燃物
再生

センター

ガラス・陶
器類、金属

類

破
砕
選

別

島原
リサイクル
プラント

県央県南
クリーン
センター

26,515

451558

112

その他
不燃物

破
砕
選

別

島原
リサイクル
プラント

634 不燃ごみ
県央不燃物

再生
センター

破
砕
選

別

破
砕
選

別

プラスチック
製容器包装

22

民間業者 民間業者

ペット
ボトル

小型家電
製品

69

民間業者

326

プラスチック
製容器包装

204

古紙類（新
聞・チラ

シ、雑誌、
段ボール）

リ
サ
イ

ク
ル

島原
リサイクル
プラント

一次処理 二次処理

島原市
諫早市
雲仙市

南島原市

可燃ごみ
焼却

（熱回収）
発電

県央県南広域
環境組合

第2期ごみ処理施設
再資源化 45,966

不燃ごみ
破砕・
選別

島原リサイクル
プラント

島原地域広域市町村圏
組合不燃性廃棄物最終

処分場
822

島原リサイクル
プラント

民間業者

蛍光管、乾電池
島原リサイクル

プラント
17

不燃ごみ
破砕・
選別

県央不燃物再生
センター

諫早市一般廃棄物
最終処分場

2,303

県央不燃物再生
センター

民間業者

蛍光管、乾電池
県央不燃物再生

センター
46

※1　島原市：缶、ビン、ペットボトル、プラスチック製容器包装、紙製容器包装、紙パック、古紙類、小型家電製品
　 南島原市：空き缶類、空きビン類、ペットボトル、プラスチック製容器包装、紙製容器包装、紙パック、新聞紙、
　　　　　　 雑誌、ダンボール、衣類、小型家電、廃食油
※2　諫早市：空き缶、空きびん、ペットボトル
　　 雲仙市：空き缶、空きびん、ペットボトル、白色トレイ・発泡スチロール、プラスチック製容器包装、紙製容器包装、
　　　　　　 牛乳パック、新聞紙・雑誌、ダンボール、古着、小型家電製品、廃食油

処理量
（t）

今　　後　　（令和8年度)

地域 分別区分 処理方法
処理施設等

2,044

2,989資源ごみ※1

資源ごみ※2

島原市
南島原市

諫早市
雲仙市

リサイクル 再資源化

リサイクル 再資源化
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（３）処理施設等の整備 

ア 廃棄物処理施設 

上記（２）の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表 4のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表 4 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事業名 処理能力 設置予定地 

事業期間 

(全体事業期間) 

国土

強靭

化 

1 

及び 

2 

ごみ焼却施設 

第 2 期ごみ処
理施設 

エネルギー回収型廃棄物

処理施設整備事業 

(交付率 1/3) 
287t/日 

諫早市福田

町 1250番地

ほか 

R4～R7 － 

エネルギー回収型廃棄物
処理施設整備事業 
(交付率 1/2) 

R4～R7 － 

3 

廃棄物運搬中
継施設 

南部リレーセ
ンター 

廃棄物運搬中継施設整備
事業 

43ｔ/日 

南島原市 

南有馬町 

戊 1751-1番
地 

R6～R7 － 

（整備の理由） 

事業番号 1 既存処理施設の老朽化に伴い新施設を整備し、処理の集約化及びエネルギー回収・

有効及び 2 利用の促進を図る。 

事業番号 3 既存焼却施設の同一敷地上に廃棄物運搬中継施設を整備し、処理の集約化及び収集

運搬の効率化を図る。 

 

（４）施設整備に関する計画支援事業 

（３）の施設整備に先立ち、表 5のとおり計画支援事業を行う。 

 

表 5 実施する計画支援事業 

事業 
番号 

事 業 名 事業内容 事業期間 

1 

エネルギー回収型廃棄物処

理施設整備事業（事業番号 1
及び 2）に係る調査事業 

測量調査、地質調査、敷地造成計画、 

敷地造成設計 
R2 

生活環境影響調査、発注支援 R2～R4 

2 
廃棄物運搬中継施設整備事
業（事業番号 3）に係る調査
事業 

実施計画等策定、土壌汚染調査 R3 

測量調査、地質調査、土壌汚染調査 R4 

生活環境影響調査、発注支援 R4～R5 
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（５）その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発 

家電リサイクル法に基づく適切な回収、再商品化がなされるよう、小売店等と協力して、市

民に対する適正なリサイクルルートの周知、啓発を行う。 

また、小型家電リサイクル法に基づき、ボックス回収やピックアップ式による回収を行って

おり、継続して資源化を進めていく。 

イ 廃棄物エネルギーの利活用 

県央県南クリーンセンターから得られるエネルギーを積極的に活用し、地域の低炭素化や活

性化に寄与していく。 

また、第 2 期ごみ処理施設からのエネルギー利活用にあたっては、第 2 期ごみ処理施設の稼

働開始に合わせて利活用を開始する。 

表 6 廃棄物エネルギー供給予定先 

エネルギー 

供給先 

供給するエネルギーの種類と量 

電力 

kW 

熱 (温 水 ) 

GJ/h 

熱 (蒸 気 ) 

GJ/h 

固形燃料 

GJ/日 

バイオガス 

GJ/日 
その他 

のんのこ温水センター 129 4.2 － － － － 

売電 3,821 － － － － － 

ウ 不法投棄対策の強化 

保健所や警察等関係機関との連携を推進し、監視員・指導員等のパトロールによる監視、市

民・事業者に対する啓発を強化し、不法投棄の防止を図る。 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

現在、構成市では、災害廃棄物対策指針に基づき、長崎県災害廃棄物処理計画及び各市の地

域防災計画と整合を図った災害廃棄物処理計画を策定している。 

４．計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

本組合は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、

構成市、長崎県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画

の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて計画を見直すものと

する。  
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循環型社会形成推進地域計画の添付書類一覧 

 

◎循環型社会形成推進地域計画 

     （添付資料）・計画開始前過去 5年程度から目標年度までの各年度ごとの人口、

事業所数、事業系・生活系総排出量、１事業所あたり・１人あた

りの排出量、減量化量、総資源化量、エネルギー回収量、最終処

分量のトレンドグラフ 

          ・地域内の施設の現況と予定（位置図） 

          ・現有及び新設予定の廃棄物処理施設が所在する地域のハザード

マップ 

 

○様式１ 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表１ 

 

○様式２ 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２ 

 （地域内の計画事業を年度ごとにまとめたもの） 

 

○様式３ 地域の循環型社会形成推進のための施策一覧 

 

○参考資料様式２ 施設概要（エネルギー回収施設系） 

 

〇参考資料様式４  施設概要（廃棄物運搬中継施設） 

 

○参考資料様式８ 計画支援概要（処理施設の整備に関するもの） 
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添付資料１(1)トレンドグラフ【行政区域内人口】 

 

添付資料１(2)トレンドグラフ【事業者数】 

 
添付資料１(3)トレンドグラフ【排出量合計】 

 

46,945 46,437 45,991 45,385 44,907 44,370 43,863 43,658 43,453 43,247 43,042 42,837 42,631

140,127 139,731 138,862 137,836 136,776 135,945 135,000 135,000 135,000 135,000 135,000 135,000 135,000

45,972 45,292 44,837 44,266 43,609 43,072 42,475 42,056 41,637 41,218 40,799 40,380 40,010

49,197 48,299 47,514 46,566 45,695 44,922 44,100 43,640 43,180 42,720 42,260 41,800 41,400

282,241 279,759 277,204 274,053 270,987 268,309 265,438 264,354 263,270 262,185 261,101 260,017 259,041

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

行
政
区
域
内
人
口
（
人
）

島原市 諫早市 雲仙市 南島原市

実績値 推計値

34,333 34,270 34,164 34,357 34,850 33,880 33,449 33,107 32,770 32,519 32,091 31,751 31,414

66,556 66,203 64,465 64,559 64,037 62,429 60,712 59,601 58,492 57,552 56,309 55,230 54,187

100,889 100,473
98,629 98,916 98,887

96,309 94,161 92,708 91,262 90,071 88,400 86,981 85,601

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

排
出
量
（

t
/年

）

生活系ごみ 事業系ごみ

実績値 推計値
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添付資料１(4)トレンドグラフ【1事業所あたり・1人あたりの排出量】 

 

添付資料１(5)トレンドグラフ【減量化量合計】 

 

添付資料１(6)トレンドグラフ【総資源化量合計】 

 

18,192 17,663 17,000 16,995 16,932 16,711 16,546 16,531 16,520 16,558 16,509 16,500 16,504

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

総
資
源
化
量
（

t/
年
）

実績値 推計値
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添付資料１(7)トレンドグラフ【エネルギー回収量】 

 

添付資料１(8)トレンドグラフ【最終処分量合計】 

 

  

1,317

1,758
1,915

1,724 1,651 1,685 1,642 1,620 1,593 1,572 1,543 1,518 1,495

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

最
終
処
分
量
（

t/
年
）

実績値 推計値
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添付資料２ 地域におけるごみ処理施設の概要と位置 

 

表 7 ごみ処理施設の位置及び一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 施設種別 事業主体 施設名称 

① 焼却施設 県央県南広域環境組合 県央県南クリーンセンター 

② 焼却施設 南島原市 南島原市南有馬クリーンセンター 

③ 中継施設 県央県南広域環境組合 西部リレーセンター 

④ 中継施設 県央県南広域環境組合 東部リレーセンター 

⑤ リサイクル施設 県央地域広域市町村圏組合 県央不燃物再生センター 

⑥ リサイクル施設 
島原地域広域市町村圏組合 

（民間委託） 
島原リサイクルプラント 

⑦ 最終処分場 諫早市 諫早市一般廃棄物最終処分場 

⑧ 最終処分場 島原地域広域市町村圏組合 
島原地域広域市町村圏組合 

不燃性廃棄物最終処分場 

  

諫早市

雲仙市
島原市

南島原市

① 

④ 

⑤⑦ ⑥⑧ 

③ 

② 
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１）焼却施設 

 

表 8 県央県南クリーンセンターの概要 

名 称 県央県南クリーンセンター 

事 業 主 体  県央県南広域環境組合 

所 在 地 諫早市福田町 1250 

処 理 方 式  溶融 ガス化改質方式 

処 理 能 力  300ｔ/日（100ｔ/24ｈ×3炉） 

発 電 設 備  ガスエンジン 1,500ｋｗ×5基 

処 理 対 象  可燃ごみ 

稼 働 開 始  平成 17年 4月 

 

表 9 南島原市南有馬クリーンセンターの概要 

名 称 南島原市南有馬クリーンセンター 

事 業 主 体  南島原市 

所 在 地 南島原市南有馬町戊 1751番地 

処 理 方 式  准連続燃焼式焼却炉＋焼却残渣溶融炉 

処 理 能 力  
ごみ焼却炉   60ｔ/日（30ｔ/16ｈ×2炉） 

焼却残渣溶融炉 14ｔ/日（14ｔ/24ｈ×1炉） 

処 理 対 象  可燃ごみ 

稼 働 開 始  平成 12年 4月 

 

２）中継施設 

 

表 10 西部リレーセンターの概要 

名 称 西部リレーセンター 

事 業 主 体  県央県南広域環境組合 

所 在 地 雲仙市千々石町丙 694番地 

処 理 対 象  可燃ごみ 

処 理 方 式  コンパクタコンテナ方式 

処 理 能 力  55ｔ/日（5時間/日） 

稼 働 開 始  平成 17年 4月 

 

表 11 東部リレーセンターの概要 

名 称 東部リレーセンター 

事 業 主 体  県央県南広域環境組合 

所 在 地 島原市前浜町丙 74番地 

処 理 対 象  可燃ごみ 

処 理 方 式  コンパクタコンテナ方式 

処 理 能 力  94ｔ/日（5時間/日） 

稼 働 開 始  平成 17年 4月 
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添付資料３ 現有及び新設予定の廃棄物処理施設が所在する地域のハザードマップ 
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【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名 長崎県 

 (1) 事業主体名 県央県南広域環境組合 

 (2) 施設名称 第 2期ごみ処理施設 

 (3) 工期 令和 4年度 ～ 令和 7年度 

 (4) 施設規模 処理能力 287ｔ/日（95.7ｔ/日×3炉） 

 (5) 形式及び処理方式 全連続式 ストーカ式焼却方式＋灰セメント原料化 

(6) 余熱利用の計画 

１．発電の有無    有（発電効率 23.1％） ・ 無 

２．熱回収の有無   有（熱利用率  2.4％） ・ 無 

※１．と２．を合わせてエネルギー回収率 20.5％以上 

 (7) 地域計画内の役割 
熱回収による二酸化炭素排出量削減及び 

地域内でのごみ処理の広域化、施設の集約化 

(8) 廃焼却施設解体 
   工事の有無 

   有    無  

 
 

 「廃溶融施設」を整備する場合 

(9)スラグの利用計画  

 
 

 「高効率原燃料回収施設」を整備する場合 

(10)発生ガス回収効率 

   及び発生ガス量 
 

(11)回収ガスの 

利用計画 
 

 

 

 (12)総事業計画額 
27,214,440千円 

うち、交付対象事業費 22,607,233千円 
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【参考資料様式４】 

施設概要（廃棄物運搬中継施設系） 

都道府県名 長崎県 

 (1) 事業主体名 県央県南広域環境組合 

 (2) 施設名称 南部リレーセンター 

 (3) 工期 令和 6年度 ～ 令和 7年度 

 (4) 施設規模 処理能力 43ｔ/日 

 (5) 形式及び処理方式 コンパクタ・コンテナ方式 

 (6) 地域計画内の役割 地域内でのごみ処理の広域化、施設の集約化 

（7）広域化・集約化内容 
既存焼却施設の同一敷地上に廃棄物運搬中継施設を整備することで
処理の集約化及び収集運搬の効率化を図る。 

(8) 廃焼却施設解体 
   工事の有無 

   有    無 

 

 

 

 (11)総事業計画額 
約 3,280,904千円 

うち、交付対象事業費 約 2,810,181千円 
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【参考資料様式８－１】 

計 画 支 援 概 要 

都道府県名 長崎県 

 (1) 事 業 主 体 名 県央県南広域環境組合 

 (2) 事 業 目 的  
（事業番号 1 及び 2） 
第 2 期ごみ処理施設を整備するための 
調査・設計・発注支援 

 (3) 事 業 名 称  
エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業に係る 

調査・設計等業務 

 (4) 事 業 期 間  令和 2年度 令和 2年度 ～ 令和 4年度 

 (5) 事 業 概 要  
測量調査、地質調査、敷地造成

計画、敷地造成設計 
生活環境影響調査、発注支援 

 

 

(6) 総 事 業 計 画 額 

71,693千円 

うち、交付対象事業費  

71,693千円 

48,950千円 

うち、交付対象事業費  

48,950千円 
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【参考資料様式８－２】 

計 画 支 援 概 要 

都道府県名 長崎県 

 (1) 事 業 主 体 名 県央県南広域環境組合 

 (2) 事 業 目 的  

（事業番号 3） 

南部リレーセンター施設整備のための 

調査・設計・発注支援 

 (3) 事 業 名 称  
廃棄物運搬中継施設整備事業に係る 
調査・設計等業務 

 (4) 事 業 期 間  令和 3年度 令和 4年度 
令和 4年度 ～ 

 令和 5年度  

 (5) 事 業 概 要  
実施計画策定等、 

土壌汚染調査 

測量調査、地質調

査、土壌汚染調査 

生活環境影響調査、 

発注支援 

 

 

(6) 総 事 業 計 画 額 

9,801千円 

うち、交付対象事業費 

9,801千円 

約 8,474千円 

うち、交付対象事業費  

約 8,474千円 

約 34,267千円 

うち、交付対象事業費  

約 34,267千円 

 

 


